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フランスにおける多言語・多文化社会の歴史―言語と移民に焦点を当てて― 
 
１．多言語の国フランス、言語上の集権主義、そして地域主義運動 
●俗ラテン語のガリアへの定着とその変化 
 ・紀元後にガリアに俗ラテン語（ラテン語の口語形態）が定着 → 中世初期に大きな変化＝俗 

ラテン語に地域差が形成 
 南部－俗ラテン語にかなり忠実で緩やかに変化→オック語 
 北部－俗ラテン語の解体が急速に進む→オイル語（多数の方言の集成） 
     13世紀頃から王権の伸張に伴って、パリ周辺地方のフランキア（フランシアン）方 

言が共通フランス語としての地位を獲得してゆく 
●王権の強化に伴う標準フランス語の形成 
 ・口語としてのフランス語、オイル語諸方言、オック語 / 文語としてのラテン語という複線状 

態はほぼ16世紀まで不変 
 ・1539 ヴィレール・コトレ王令：国王裁判所による訴訟手続きや判決は、すべて「母語なる 

フランス語」によってなされるべきこと 
 ラテン語に対するフランス語の優位を明確にして国民的文化の形成への志向を打ち出す 
 国家語としてのフランス語の使用を全国に強制することにより、多様な地域言語の封じ込 
めを目指す 

・ 1635 アカデミー・フランセ―ズの創設 
    フランス語の純化・洗練を図る→「アカデミー辞典」の編纂、規範文法の制定 
    「言葉を大切にする国フランス」というイメージを創出するのに貢献 
    地域語や民衆語を品性の劣るものとして排除―少数者の文化や地域文化の独自性を認め 

ず、文化的中央集権化を推し進める尖兵としての役割 
 ・フランス語はヨーロッパ言語としては稀なほどに、国家的に規制された「国語」としての地位を独占→フランス革命、その後の諸体制、さらに今日に至る（1992 憲法改正） 
   フランスにおいて顕著な言語上の集権主義 
●しかし、言語の統一は容易には実現しなかった 
 革命期のグレゴワール師の言語調査：標準フランス語をかろうじて理解できる者は全国民のせ 
いぜい3分の2 
初等教育（義務教育の確立は1880 年代）、活字メディアによるフランス語の「強要」にもかか 
わらず、正統言語とされたフランス語に対して非正統言語とされた言語は、けっして消滅せず 
→やがては地方言語の復権も提唱されるようになる 

●フランスへの政治的併合（主に絶対王政期）などによって、フランスへ編入された周辺地域に少数言語を話すマイノリティが存在 （→参考資料参照） 
●フランスを特徴づける強力な中央集権に対抗する地域主義運動の展開 
 第1期（19 世紀半ば）：ロマン主義者たちや反革命の王党派を背景とした文学運動が中心 
 第2期（19 世紀末～第 1 次世界大戦）：貴族・地方名士を中心とした経済的・政治的運動 
                   義務教育―教育の場での言語問題がクローズアップ 
 第3期（両大戦間期）：政治体制の変革を迫る運動―一部はナチスに接近 
            1930年代後半には、地方語教育に市町村が援助する例も 
 第4期（第 2 次世界大戦後～1960 年代）：少数言語の使用人口が減少し始めたことへの危機感が運動の大きなバネに 

1951 ディクソンヌ法 
 第5期（1968 年以降）：5 月革命のインパクト→生活圏に根差した文化に対するアイデンティ 

ティの自覚を重視する運動に 
●1960～70 年代、地域主義運動の最盛期 
 ・高度経済成長による社会の変化に対応して、地域主義運動が高揚 
 ・形態は多様：地場産業解体に抵抗する運動、農漁民の直接行動、全地域が支援する運動、外 



部者の産業独占に対する運動、環境問題と結びついた運動、地域文化復興の運動など 
●1980 年代以降は、「国内植民地」とも呼ばれたコルシカを除いて、地域主義運動の政治的緊張は弛緩―EU 統合の進展のなか、地域の文化的多様
性は、むしろ好ましいものと評価されてゆく 
 
２．移民とフランス共和主義  
 ・フランスは、19世紀から移民を多く受け入れてきた国―ヨーロッパ諸国（イタリア、ベルギ 

ー、ポーランドなど）から→「外国人嫌い」の感情は生じたが、文化的摩擦は生じず、国家 
の基本原理を問う現象ともならなかった 

・ 現代の移民：旧植民地諸国からの移民の増加→文化的摩擦（とくにイスラム教をめぐって）を生み、共和主義の基本原理（ライシテ laïcité、
政教分離、世俗性）が問われる現象に 

●旧植民地出身移民の定住化 
 ・第2次世界大戦後の経済復興と高度経済成長に伴う労働力不足 
   1950年代は近隣諸国（イタリア、スペインなど）から移民労働者を受け入れ 
   1960年代はマグレブ諸国、ブラック・アフリカ、中東などからの移民労働者が増加 
 ・1973 オイル・ショック→経済悪化 →1974 外国からの労働者受け入れ停止 
  →不法入国・不法滞在者の増大、家族合流の増加 →ジスカールデスタン政権の厳しい措置 
●1980 年代における移民の社会運動の噴出―主体は移民第 2 世代（フランス国籍を持ちながら差別される人びと） 
 ・「ブールBeur世代」とも呼ばれ（BeurはArabeの逆転読み）、「SOS人種差別」や「フラ 

ンス・プリュス」などの結社を組織し、人種差別反対運動を展開 
 ・背景に「相違への権利」の主張―1981 誕生のミッテラン政権も少数者の権利擁護を公約に 
●イスラムとの摩擦 
 ・フランスのイスラム教徒は現在約 350 万人（人口の5.8％）―フランス第二の宗教 
 ・ライフ・サイクルを西欧社会で営むことになったことに伴い、イスラムの必要性が増加→私 

的空間に留まらず、公的空間におけるイスラムの可視化が進む 
 ・市民の日常生活のレベルでも摩擦―プールの使用、医療 etc. 
 ・1989 スカーフ問題―ライシテの原理と抵触すると見た者はスカーフを批判（国論二分） 
  → 2004 宗教シンボル禁止法―いまのところは「ライシテ教条派」（三浦信孝）の優勢か 
●国籍法論争―まさに「国民」nationとは何かに直結する問題 
 ・血統主義と同時に出生地主義を取り入れている開かれたフランス国籍法―出生地主義をめぐ 

って議論 
1993 パスクワ法：国籍の自動取得を廃止し、申請制に 
1998 ジョスパン内閣の下で、再び自動取得に 

●1990 年代に新たに顕在化した移民―「サンパピエ」 
 ・サンパピエ＝滞在許可証を持たない非正規移民 
 ・1996 サンパピエたちがサンベルナール教会を占拠→警察による強制排除―「闇から出てき 

て」主張を始めたサンパピエ 
●フランス共和国において強い普遍性原理：自由や平等といった価値観を受け入れる限り、出身民族や宗教を問わず、誰でも一個人として社会に受け入れるべきだという考えが強い 
 ・逆に、特定の民族や宗教で固まってコミュニティーを形成し、そこに強い帰属意識を持つこ 

と（＝コミュノタリスム communautarisme）を嫌う傾向がある。 
   フランスでは、多文化主義が国民統合の原理として働かない 
 ・フランス共和主義の課題：「人間を特定のカテゴリーに差別化してマイノリティとして烙印を押すことなしに、あくまで個人の自発的意志を尊重しつつ、どう平等な社会を実現するか」（三浦信孝）―この

困難な課題をフランスは果たして実現できるのだろうか 


